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「妊産婦への支援に関する研究動向とその課題」 
 
人間社会研究科 人間福祉専攻 
博士後期課程2 年 尾島 万里 
 
Ⅰ. はじめに 
1990年代以降、児童虐待の問題は大きな社会問題となっている。児童相談所における虐待相談件数は12万2578件に上り、過
去 10 年間で約 3.3 倍に増加している（厚生労働省 2017a）。厚生労働省（2013a）による「子ども虐待対応の手引き」によれば、児童
虐待のリスクを高める要因を①保護者側の要因、②子ども側の要因、③養育環境の要因に分類している。そのうち保護者側の要
因として①妊娠・出産・育児を通して発生するもの、②保護者自身の性格や精神疾患等の身体的・精神的に不健康な状態に起因
するもの、例として望まない妊娠、生まれた子どもに愛情がもてない、保護者の育児不安、保護者の精神疾患及び知的障害、保護
者の攻撃的な性格を挙げている。また養育環境の要因としては経済的困窮、転居、夫婦の不和、DV、親戚や地域からの孤立を示
し、問題がいくつも重なると追い詰められやすいと述べている。 
 2008年の児童福祉法改正時には「出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦」として特
定妊婦が自治体の要保護児童対策協議会によって支援する対象となった。この背景には厚生労働省による死亡事例等の検証「子
ども虐待による死亡事例等の検証について」において、妊娠期の問題が強調されたことにある(佐藤2017）。 
 平成 28 年度における「子ども虐待による死亡事例等の検証について（第 14 次報告）」の死亡事例数を表 1 に示した。死亡数は
77 人（67 事例）であり、約3 分の 2 にあたる 49 人（49 事例）が心中以外の虐待で死亡している（厚生労働省2016ｂ）。 
 
表1 第14 次報告：平成28 年4 月1 日～平成29 年3 月31 日までの間に発生し、または 
表面化した子ども虐待による死亡事例 
区分 心中以外の虐待死 心中による虐待死 
（未遂含む） 
計 
例数 49（18） 18（2） 67（20） 
人数 49（18） 28（3） 77（21） 
※未遂とは、親は生存したが子どもは死亡した事例をいう。 
※（ ）内は都道府県等が虐待による死亡事例を断定できないと報告があった事例について、本委員
会にて検証を行い、虐待死として検証すべきと判断された事例の内数。 
出典：「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第14 次報告）の概要 
   社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証による専門委員会」 
 https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000362706.pdf （Retrieved 2018.11.3) 
 
 その内訳は、0 歳が 32 人（65.3％）と最も多く、特に 0 歳のうち月齢0 か月が 16 人（50.0％）と極めて早期に死亡する割合が高か
った。また、主たる加害者は実母が 30 人（61.2％）と最も多かった。そして、実母が抱える問題として「予期しない妊娠/計画してい
ない妊娠」が 24 人（49.0％）と最多で、次いで「妊婦健診未受診」が 23 人（46.9％）であった。 
 次に心中による虐待死は 28 人（18 事例）であったが、死亡した子どもの年齢は 0 歳から 17 歳まで分散していた。主たる加害者
は実母が 22 人（78.6％）であった。加害の動機は「保護者自身の精神疾患、精神不安」が 15 人（53.6％）と最も多く、次いで「育児
不安や育児不安感」が 4 人（14.3％）であった。 
 これらのことから虐待予防は妊娠期から支援することが必要であると認識されるようになり、2016 年の児童福祉法改正時に妊娠
期から子育て期にわたる切れ目ない総合的相談支援の拠点として「子育て包括支援センター」が法制化された。 
 ここまで見ると、子ども虐待の背景の一つには母親の妊娠期及び周産期のメンタルヘルスが大きく関わっていることがわかる。最
近では、妊産婦の死因のトップが自殺であり、2016 年からの 2 年間で産後 1 年までに自殺した妊産婦が全国で 102 人いたことが
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報道された(1)。それによると「産後うつ」などメンタルヘルスの悪化で自殺に至るケースも多いとみて、産科施設や行政の連携といっ
た支援の重要性が指摘されている。 
 そこで本稿では妊娠期・周産期の女性が抱える問題や現状を把握した上で、現行の子育て支援事業の中で妊娠期・周産期から
の訪問支援事業に着目し、先行研究を整理していくことを目的とする。 
 
Ⅱ.研究方法 
 論文検索NDL-OPAC(2)を用いて、文献検索を次の方法で行った。なお、対象出版物は2000年から2018年9月30日までに出
版された原著論文とした。 
1． 妊産婦の現状に関する研究の文献検索を行うため「妊娠期」「メンタルヘルス」をキーワードにして検索した結果、論文数は 10
件であった。②「周産期」「メンタルヘルス」をキーワードにして検索した結果、論文数は 144 件であった。そのうちの 3 件は①
と重複していたので除外した。①と②の合計151 件を対象に分析を行なった。 
2． 妊産婦の支援に関する研究を行うため、①「妊娠期」「支援事業」をキーワードにして検索したが、文献件数は 0 であった。そ
こで「周産期」「支援事業」で検索し直し、2 件ヒットした。②「子育て」「訪問事業」で検索した結果、6 件ヒットした。また「訪問型
子育て支援」でも検索したが、12 件ヒットした。①と②の合計 20 件を対象に妊娠期・周産期の家庭訪問型支援事業を類型別
に分析した。 
 
Ⅲ. 研究の全体的動向 
 図１に示すように、NDL-OPAC で検索した「妊娠期」及び「周産期」のメンタルヘルスに関する文献は 2000 年～2007 年までは
0～3件ほどで推移してきた。しかし、その後は2008年に18件、2014年に30件、2017年に56件と増加している。これは雑誌『周
産期医学』が周産期のメンタルヘルスの特集を組んだことによるものと思われる。特に、2017 年は東京都監察医務院と順天堂大
学による調査で、妊産婦と産褥 1 年未満の自殺者の 39％が精神疾患を患っていたことが発表されたことも重なり、妊娠期・周産期
に抱える精神的問題が注目され、文献数が急増している。 
 
図１ 「妊娠期」×「メンタルヘルス」・「周産期」×「メンタルヘルス」の文献数 
 
NDL-OPAC から算出 
 
妊娠期・周産期のメンタルヘルスの研究は、スクリーニング方法、薬物療法、精神疾患の発症の要因、支援方法や病院と地域に
おける多職種連携の重要性などを中心に精神医学、産婦人科学、看護学、保健学や臨床心理学の領域からなされてきた。しかし、
「妊娠期」×「メンタルヘルス」と「周産期」×「メンタルヘルス」のキーワード検索からは、ソーシャルワークや社会福祉分野からの
研究は見当たらなかった。 
Ⅳ．妊娠期・周産期の女性が抱える問題 
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1．妊産婦の自殺の実態 
日本の周産期医療はこの数十年で急速に進歩し、周産期死亡率は出産 10 万人あたり、3.6（厚生労働省 2017c）で世界トップレ
ベルの水準に達している。その一方で、先述した東京都監察医務院と順天堂大学による調査では、2005 年～2014 年までの 10
年間に、東京都 23 区での妊産婦の異常死 89 例中 63 例が自殺であったと報告された。自殺率で計算すると 8.7/出生 10 万人に
あたる。この数値の対象は、妊娠中と産褥 1 年未満（妊産婦死亡＋後発妊産婦死亡(3)）の自殺者で、妊娠中の自殺は 23 人であり、
12 人が妊娠2 か月の初期に集中していた。産褥1 年未満の自殺者は 40 人で、産褥4 か月をピークとし、3 か月、6 か月と続いて
いた。 
三重県でも田中ら（2016）が調査を行っているが、2013 年～2014 年の 2 年間に妊娠中もしくは産褥 1 年以内の女性 4 人が自
殺している。調査対象期間における県内の総出産数は 28,215 人であり、同期間における自殺による妊産婦死亡率を算出すると
14.1 にも上った。 
海外ではイギリスとスウェーデンにおいて妊産褥婦の自殺率の報告があるが（表 2 参照）、イギリスでは 2009 年～2013 年の期
間で自殺率は 2.3/出生10 万人、スウェーデンは 1980 年～2007 年の期間で 3.7/出生10 万人であった（竹田2017）。この数字
から見ても、日本は妊産褥婦の自殺率が高いことがわかる。 
 
表2 イギリス、スウエーデン、日本の周産期自殺率の比較（中間報告） 
イギリス スウエーデン 東京（政府統計e-stat より） 
・期間：2009～2013 
・統計局 
・妊産婦死亡率 
 3.7/出生10 万人 
・追跡数：101 名 
・自殺率： 
 2.3/出生10 万人 
・期間：1980～2007 
・死因統計局 
・妊産婦死亡率 
 4.7/出生10 万人 
・追跡数：103 名 
・自殺率： 
 3.7/出生10 万人 
・期間：2005～2014 
・監察医務院・人口動態 
・妊産婦死亡率 
 3.9/出生10 万人 
・追跡数：63 名 
・自殺率（23 区） 
 8.7/出生数10 万人 
出典：竹田 省（2017）「妊産婦死亡原因としての自殺とその予防―産後うつを含めて」 
    『臨婦産』 71 巻6 号 6 月号 P509 
 
これらの自殺の背景には何が関わっているのであろうか。「東京都 23 区の妊産婦の自殺の実態調査」では、妊婦の自殺者の
39％がうつ病もしくは統合失調症に罹っており、最も多いのは産後うつ病（13 人：33%）であったと報告されている。調査者の一人
である竹田（2017）は、「精神疾患なしとされた群（30 症例：48％）でも育児に悩み、精神科受診を拒絶している症例もあることから、
診断されていない症例も多く含まれると思われる」と妊産婦のメンタルヘルスの問題が想像以上に大きいことを推察している。 
さらに、先述した田中ら（2016）の三重県での調査からも、自殺者4例のすべてがうつ病を有しており、うつ病が自殺のリスクであ
ることは明らかであることが指摘されている。中板（2008）の報告では、自殺事例を紹介し、産後うつ病の最悪の形に「自殺」がある
と警鐘をならしている。周産期の女性に対するうつ病対策は自殺対策に繋がってくる。そこで、次に妊娠・周産期のうつ病の実態と
対策について概観する。 
 
2．妊娠期・周産期に現れるうつ病の実態 
過去30 年にわたり、産後うつ病に対しては調査研究が積み重ねられてきた。日本における産後うつ病（うつ病の疑いを含む）の
発症率は、2001 年では13.4％であった。その年に策定された「健やか親子21」では、産後うつ病の罹患率を 2010 年までに減少
させることが目標に揚げられ、その効果もあり、数字は徐々に減少していき、2013 年には 9.0％にまで改善した（厚生労働省
2013b）。最近では5％という報告もある（北村2017）。発症時期に関しては、分娩後3～6か月と広い期間にわたるが、特に産後4
週間以内の発病率が高いとされている（佐野2008）。 
近年では産後うつ病だけでなく、妊娠期のうつ病も報告されるようになってきた。佐野（2008）は、妊娠期は従来、女性のライフ
サイクルのなかで情動的に安定し、妊娠することは精神障害の発症を抑止する因子が多いと考えられていた。しかし、最近では妊
娠期にも不安や抑うつを中心とする精神科病態が少なくないと指摘している。そして妊娠期のうつ病の発症率は産後うつ病の割合
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と同等の頻度で発生し、多くは様々な心理社会的要因で発症する（北村 2017）とされている。その心理社会的背景としては、うつ
病の既往歴、産前の抑うつ及び不安状態、低い自己評価、人生上のストレス、社会的支援の欠如、配偶者との葛藤関係、結婚形
態、社会経済状態、望まない妊娠が挙げられ、産後うつ病ではこれらの項目に育児ストレス、乳児の気質が加わる（佐野 2008）。 
妊娠・周産期のうつ病は早期発見し、治療につなげることが大切であるが、それが遅れると家庭生活や育児能力が低下して長
期的にみると母子関係、乳幼児への影響を含めて家族への大きな影響を及ぼす（岡野 2002）。家族への影響のひとつとして妊娠
期の女性とドメスティック・バイオレンス（以下DV と記す）との関連性を指摘している中澤ら（2005）の調査がある。それによると、10
代の若年妊産婦にDV被害リスクが高いこと、夫婦間の不和、経済的問題、望まない妊娠などの心理社会的関連要因について「あ
る」と答えた女性は、DV を受けている女性のほうが受けていない女性よりも有意に多い結果であった。そして、DV はうつ状態を
はじめとする妊産婦の精神的健康被害にも関わり、ひいては育児困難や乳幼児虐待のリスクを引き起こす可能性を示唆している。 
さらに妊娠期・周産期のうつ病は、単にその病態の重要性に留まらず、胎児や新生児のボンディング障害とも関連することが
様々な研究で明らかにされている（北村 2014）。ボンディング障害とは自分の子どもをかわいいと感じない状態であり、母の子に
対する愛着の障害である（Brochington1996）。北村（2017）は、周産期に見られる精神疾患の中で妊娠に対する拒否的態度は
重要な問題であり、胎児ボンディング障害が胎児虐待につながり、産後の児童虐待へと発展していく可能性があると指摘してい
る。 
妊娠・周産期において女性がメンタルヘルスの問題を抱えた時にどのような対策や支援があるのだろうか。立花ら（2016）は、産
後うつ病の社会心理的治療介入の効果について言及している。有効であった介入方法として①保健師または助産師が提供する
複数回の個別の家庭訪問の提供、②母親同士によるテレフォンサポート、③対人関係療法を挙げ、専門職と非専門職の介入はい
ずれもうつ症状のリスクを減少させる効果があったこと、また個人ベースの介入も複数人の介入も、どちらもうつ症状を軽減させる
のに効果がみられたことを報告している。家庭訪問による子育て支援は児童虐待防止予防の観点からも、海外では効果のある支
援として評価されており（井上 2017）、アメリカのヘルシースタートやイギリス発のホームスタートなどがある。そこで本稿では、この
中の１つである家庭訪問型子育て支援を取り上げて、次に見ていくこととする。 
 
Ⅴ. 日本における妊娠期からの子育て支援 
１． 妊娠期から就学前までの家庭訪問型子育て支援の類型 
徳永（2008）は、産後うつ病を患っている女性への支援では家庭訪問が重要な柱になると指摘している。産後うつの母親は自ら
外出して相談に行くというのは体力的及び精神的にも困難な場合が多い。発症初期は、外出するよりも家で寝ていたいという気分
のほうが非常に強い。そのような時に、地域の母子保健や医療機関が訪問看護の機能を活用し、発症している母親本人の話を傾
聴し、気持ちを受容しながら心理的な関わり及び精神保健のアプローチを重ねて対応していくことが重要であると述べている。 
それでは日本において子育て期における家庭訪問型事業には、どのようなものがあるのだろうか。現在実施されている主な家
庭訪問支援の種類を表3 にまとめた。 
これを見ると、1960 年代以前から実施されてきたものと、2000 年代以降にできた支援事業と二極分化しており、事業内容は出
産後の子育てのための支援事業が多いことがわかる。そして、妊娠・周産期に行っている事業は妊産婦の訪問指導、産前産後の
ヘルパー支援、養育支援訪問事業と、イギリス発祥の支援方法で日本に導入されたホームスタートである。 
表3 に基づき類型別に見ると、類型1－②の新生児・未熟児・妊産婦の訪問指導は市町村の行っている事業であり、問題を抱え
ている妊産婦や出産後の親子を発見する役割とその後の支援を行う両方の役割がある。そこで、表３の「５.子育て困難家庭への支
援」のところにもこの事業を記した。佐藤（2009）によれば、この事業は人口の少ないところでは全数訪問されているが、人口の多
いところではあまり訪問されていなことが示唆されている。次に、類型3の産前産後のヘルパー事業に関する先行研究は見当たら
なかった。 
出産後以降の事業も含めて実施率の高さで見ると、平成 28 年 4 月 1 日時点で類型１－①の乳児家庭全戸訪問事業は 97.8％
（厚生労働省 2017d）、類型５－①の養育支援訪問事業は 75.8％であり（厚生労働省 2017e）、2008 年の児童福祉法改正時に法
制化されていることからも、この２つが出産直後の周産期を含んだ乳幼児を対象にした家庭訪問支援の中核的な事業と言えよう。
以下、この２つの事業について概観してみることとする。 
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※ 妊娠期からの事業は色づけして示した。 
 
2． 乳児家庭全戸訪問事業の課題 
この事業は、2007 年に子ども虐待防止の観点から生後 4 か月までの乳児のいる家庭を訪問し、状況を把握し、適切なサービス
につなげることを目的として創設された。その後、児童福祉法に位置づけられ、2009 年 4 月より市町村に実施努力義務が課され
て、実施されている事業である。この方法により、問題を抱えている親子の発見・スクリーニングを行うことができる。 
同様に乳幼児のいる家庭を訪問して支援する事業は、新生児訪問事業と養育支援訪問事業がある。新生児訪問事業は母子保
健法に基づく訪問事業であり、出生後28日以内の新生児、未熟児、そして妊産婦に対して保健上必要とする場合に保健師などが
訪問指導をする事業として実施されてきた。訪問は任意であり、母子の心身の健康の保持および増進を図るための支援を主な目
的としている。訪問員は保健師や助産師などの看護職となっている。 
一方、乳児家庭全戸訪問事業は生後 4 か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問する事業であり、子育て支援に関する情報
提供や養育環境などの把握を行い、必要なサービスにつなげる事業で、訪問員は保健師や助産師などの看護職の他に、保育士、
児童委員、母子保健推進員、子育て経験者など多様である（厚生労働省 2008）。 乳児家庭全戸訪問事業のガイドラインには、新
生児訪問事業と乳児家庭全戸訪問事業を併せて実施して差し支えないという見解が示されており（厚生労働省 2008）、市町村に
よっては２つの事業を併せて実施しているところもある。 
 乳児家庭全戸訪問事業に関する先行研究については、①石川ら（2011）の支援の効果を検討した調査、③三品ら（2012）、冨澤
（2013）や平尾ら（2017）の訪問員を対象にした調査、③小野ら（2015）による市町村自治体担当者を対象にした実施状況調査など
がある。 
 まず石川ら（2011）の調査では、支援の受け手側の主観的経験から支援の効果を検討している。その結果、訪問の効果として利
用者側から「話を聞いてもらえた」「尊重してもらえた」「子育てに肯定的になれた」「子育ての価値が高まった」の 4 項目が高かった
ことが明らかになり、乳児家庭全戸訪問事業の効果として、利用者側に自信をつけ、サービスやサポートの活用能力など利用者の
エンパワメントを多面的に促進する効果があることを示している。 
次に訪問員を対象にした調査であるが、三品ら（2012）は、京都市の訪問員に質問紙調査を行っており、その結果、約 7 割の訪
問員が母親のうつ傾向への対応にストレスを抱えていることが示唆された。このことから訪問員が 1 人で問題を抱え込まずに周囲
に助言や支援を求めやすい体制づくりをすることや精神的な問題に対応する場合の鑑別診断や重症度評価のための紹介基準の
作成を今後の課題として挙げている。次に冨澤（2013）の調査においては、高い意欲と強い思いをもって活動をしている訪問者が
多いが、利用者側が事業目的の理解がなされていないこと、訪問時期や訪問の意味が家庭に浸透していないことがあり、訪問者
側も利用者側も戸惑いを抱えていることが指摘されていた。さらに平尾（2017）らの調査では、母子保健推進員を対象にした調査を
類型 事業目的 事業・活動名称 専門職 非専門職
1 発見・スクリーニング ①乳児家庭全戸訪問事業(2008年～） 〇 〇
②新生児・未熟児・妊産婦の訪問指導（1960年代～） 〇
③障害児（者）療育等支援事業初回訪問 〇
2 子育て上の知識・スキル指導 ①母子愛育班（1934年～）
②母子保健推進員（1968年～） 〇
3 産前産後の子育て・家事軽減 産前産後のヘルパー派遣（地方自治体の独自事業） 〇 〇
4 子育て・家事等の軽減 ①ヘルパー派遣（民間の企業・NPO等） 〇
②ひとり親家庭等日常生活支援事業（前身は1964年～） 〇
5 子育て困難家庭への支援 ①養育支援訪問事業（保健師等・ヘルパー派遣）（2008年～ 〇 〇
②居宅訪問型保育事業（2017年～） 〇 （〇）
③ヘルシースタート方式の訪問指導（2008年頃～） 〇
新生児・未熟児・妊産婦の訪問事業（1－②と同じ事業） 〇
6 ボランティアによる傾聴・家事支援 ホームスタート（※家庭支援スタッフ訪問事業）（2009年～） 〇
表3 妊娠期から就学前までの親を対象とした家庭訪問型⽀援事業類型
⻄郷泰之（2011）『家庭⽀援をマッピングする』「世界の児童と⺟性」図1 Ｐ9参照し、筆者作成。
類型 事業目的 事業・活動名称 専門職 非専門職
1 発見・スクリーニング ①乳児家庭全戸訪問事業(2008年～） 〇 〇
②新生 未熟児・妊産婦の訪問 1960年代～） 〇
③障害 者）療育等支援 〇
2 子育て上の知識・スキル指導 ①母子 1934年～ 〇
②母子 1968 〇
3 産前産後の子育て・家事軽減 産前産後のヘルパー派遣（地方自治体の独自事業） 〇 〇
4 子育て・家事等の軽減 ①ヘルパー派遣（民間の企業・NPO等） 〇
②ひとり親家庭等日常生活支援事業（前身は1964年～） 〇
5 子育て困難家庭への支援 ①養育支援訪問事業（保健師等・ヘルパー派遣）（2008年～） 〇 〇
②居宅訪問型保育事業（2017年～） 〇 （〇）
③ヘルシースタート方式の訪問指導（2008年頃～） 〇
新生児・未熟児・妊産婦の訪問事業（1－②と同じ事業） 〇
6 ボランティアによる傾聴・家事支援 ホームスタート（※家庭支援スタッフ訪問事業）（2009年～） 〇
表3 妊娠期から就学前までの親を対象とした家庭訪問型⽀援事業類型
⻄郷泰之（2011）『家庭⽀援をマッピングする』「世界の児童と⺟性」図1 Ｐ9参照し、筆者作成。
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行っている。母子保健推進員とは 1968（昭和 43）年以降、全国の市町村で設置されるようになった住民組織である。特に、保健医
療専門職が少ない地方では、乳児家庭全戸訪問事業が実施される以前から保健師のパートナーとして訪問活動などを行い(表 3 
2－②参照)、地域の母子保健向上に大きく貢献してきた（平尾ら 2017）。乳児家庭全戸訪問事業では母子保健推進員も訪問員に
なることができ、平成28年4月1日時点で訪問員のうちの13.7％が母子保健推進員である（厚生労働省2017ｄ）。この調査におい
ては、母子保健推進員の訪問に対する気持ち及び訪問活動の継続に関連する要因を分析している。その結果、母子保健推進員
の訪問に対する不安や精神的負担は訪問後、有意に減少し、やりがいや満足度が有意に増加していた。また、訪問を継続したい
と考える自由記述の内容分析を行った結果、「母子保健推進員としての地域貢献」が抽出され、母子保健推進員が母親の身近な
相談相手となることで母親に安心感を与え、地域での孤立を防ぎ、虐待の兆しを早期に発見して行政につなぐ役割を担っているこ
とがやりがいにつながっていると示している。但し、母子保健推進員の約半数は60歳以上ということもあり、高齢の推進員の活動を
支える体制づくりが重要であると述べている。 
 最後に小野ら（2015）の全国1,742市町村の自治体担当者を対象に行った実施状況調査であるが、全体として乳児家庭全戸訪問
事業ガイドライン（厚生労働省2008）に示されている基本的な事項は実施できていると評価している。しかし、①訪問員の確保の難
しさと福祉職の配置に関して消極的なこと、②障がい児や保育園、幼稚園、民生委員はそれほど自治体の母子保健事業、児童福
祉事業担当部局、要保護児童対策地域協議会などと連携が取れていない傾向があり、限られた部局・組織との連携に留まってい
ること、③スーパービジョン体制、コンサルテーション体制や研修体制などを強化し、訪問者の質の担保や向上性の必要性などを
課題として挙げている。 
 これらの先行研究から、乳児家庭全戸訪問事業は児童虐待の有無に関わらず、出産後のすべての家庭を訪問し、子どもの発達
状態や育児環境の確認ができ、子育てに不安を抱えている母親に自信を与えるという意味では大きな役割を果たしていることが
わかる。しかし一方では、訪問員は精神的な問題を含めた困難さを抱える対象者を行政機関や地域の資源につなぐというソーシ
ャルワーク的な役割も担わなければならないが、訪問員の負担の大きさや人材不足の問題がある。今後の課題としては、専門性
を高めることと、そのためにもソーシャルワークを専門職としている社会福祉士や精神保健福祉士を訪問員として、あるいはスーパ
ーバイザーやコンサルタントとして積極的に登用し、対象者の生活支援を強化する体制づくりが必要であろう。 
  
３．養育支援訪問事業の課題 
この事業は、養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師・助産師・保育士等がその居宅を訪問し、養育に関する
指導、助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保することを目的とする事業（厚生労働省 2009）であり、特に支
援が必要である家庭を対象としている。乳児家庭全戸訪問事業は生後 4 か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問する事業な
ので、集団全体に働きかけることによってリスクのレベルを下げ、問題となる現象を予防するポピュレーションアプローチであるが、
養育支援訪問事業は乳児家庭全戸訪問事業などを通じて訪問が必要であると判断された家庭を対象に、その家庭に見合った支
援を一定期間集中して提供していくハイリスクアプローチである。つまり乳児家庭全戸訪問事業で発見されたケースを養育支援訪
問事業で集中的にサービス提供が可能となる。厚生労働省による「養育支援訪問事業の実施状況調査」では、全国で見ると養育
支援訪問事業の対象家庭を把握した経路は、乳児家庭全戸訪問事業による把握が 65.6％と最も多かった（厚生労働省2017e）。 
 養育支援訪問事業の先行研究には、元山ら（2012、2014）の福岡市の実践における調査研究がある。これらによれば、この事業
の効果として精神的安定、意欲や自信、SOS 発信、日常生活状況の他、子どもに対する接し方などに改善がみられたことを挙げて
いる。そして利用者の自信は家事の出来具合や精神的安定と関連し、家事の出来具合は子どもの情緒と関連していたことが明ら
かにされていた。すなわち、子どもの情緒的安定のためには、利用者が自信をつけることが訪問の効果を上げるための前提とな
る。そのための支援方法として、訪問者が一緒に料理や片付けをしながら様々な話をするという「ながら支援」が有効ではないかと
提案している。 
 一方、中板（2009）は養育支援訪問事業についての課題を述べている。養育支援訪問事業は子育て困難を抱える家庭に訪問し
なければならないので、乳児家庭全戸訪問事業よりも訪問者の負担や不安がより大きいと予想される。そこで、訪問者の思いや悩
みを聞く機会や事例検討会などを通じたスキルアップの機会を工夫するなど、訪問者自身を支援することの必要性を訴えている。 
 これら養育支援訪問事業の先行研究は数件しかない。その上、先述した元山ら（2012、2014）の調査では調査対象者に妊産婦
は含まれておらず、妊娠期の女性を対象に含めているものは見当たらない。養育支援訪問業は、その性質から母子保健及び福
祉的アプローチが必要である。社会福祉領域における胎児支援へのウエイトを高めていくことが今後の課題であると言えよう。 
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 ここまで乳児家庭全戸訪問事業と養育支援訪問事業を概観してきたが、民間として妊娠期からの支援を行っている事業にホーム
スタートがある。次にその内実について見ていく。 
  
4．ホームスタートの課題 
 ホームスタートは 1973 年にイギリスのレスター地区で当時、児童福祉のソーシャルワーカーであったマーガレット・ハリソンが始
めた家庭訪問型子育て支援である。先行研究には西郷（2011）や野澤（2017）などがある。 
 西郷（2011）は日本における家庭訪問支援の種類を紹介し、①乳児家庭全戸訪問事業などの発見・スクリーニングを事業目的に
したものは継続支援ができない、②養育支援訪問事業は子育て困難家庭か特別な事情がないと利用できないと既存の訪問事業
の限界を示し、乳児家庭全戸訪問事業で子育て家庭困難までにはいかなくても「気になる家庭」のゾーンが現状の制度では放置
されていることを指摘している。その上で「気になる家庭」を支援できるのがホームスタートであると強調する。 
 日本では 2015 年より妊娠期からの支援も行っており、2017 年12 月31 日までの期間に妊娠期からの支援事業（産前ケア事業）
の利用者数は 46 人と公表している(4)。 
 また野澤（2017）の調査研究は、ホームスタートによる支援が利用者の満足度に与える影響を有償支援（養育支援訪問事業、産
前産後ケア事業、母子家庭等日常生活支援事業など）と比較し、検討している。それによれば、①非専門家による家庭訪問型子育
て支援は傾聴が重要な支援内容になっている、②訪問員による傾聴や一緒に家事・育児支援を行う「協働」が、有償支援よりも支
援の頻度が高く、特に協働において顕著に見られたという結果が出ている。そのことからホームスタート支援の強みとして、一緒に
家事・育児活動を行うことや、金銭的な時間をかけずに利用者の満足度が得られることを挙げている。 
  
Ⅵ. 考察 
 最初に、妊娠期・周産期の女性が産後うつなどのメンタルヘルスの問題を抱えた場合に、自殺に繋つながるリスクが高いことを
示した。妊娠期・周産期の女性が抱えるメンタルヘルスの問題を予防することは、その女性の自殺予防と胎児及び子どもへの児童
虐待予防にもつながる。その予防対策の一つとして国際的にも家庭訪問支援が行われている（井上2017）。  
日本における子育て家庭の訪問事業は、古くからあるものと、2000 年代以降から始まったものと二極分化しているが、訪問支援
の研究は十分に蓄積されているとは言い難い。本稿では児童福祉法で法制化され、実施率の高い事業でもある乳児家庭全戸訪
問事業と養育支援訪問事業を取り上げ、これらの課題を見てきた。これらの事業は利用者に自信をつけ、精神的安定をもたらす点
で効果を上げていることが先行研究から示唆された。しかし、乳児家庭全戸訪問事業は出産後の支援であり、養育支援訪問事業
は妊産婦を対象としている研究調査が見当たらなく現状が把握できなかった。民間の事業で妊娠期からの訪問活動をしているホ
ームスタートの課題にも触れたが、妊娠期に着目した研究は見当たらなかった。 
児童虐待に至る背景として母親が産前から不安や精神的な問題を抱えている場合が多いことから、妊娠期から切れ目ない支援
の必要性が求められている。先述したように妊娠期・周産期のメンタルヘルスの問題を抱える背景には貧困、DV、夫婦関係や家
族関係の葛藤、社会的サポートの欠如など社会心理的要因が強く関わることから対象者の生活環境に関わる支援が必要である。
しかしながら、妊娠・周産期の女性を対象にした家庭訪問事業で生活支援やソーシャルサポートに着目した研究は蓄積されてい
ない。 
 今後の課題として、訪問事業を必要とする妊娠期の実態を把握するためのインテンシブな調査を行い、精神的な問題を抱える妊
産婦がどれくらいいるのか、どのような生活問題を抱えており、訪問支援を必要としているのかなどを明らかにする必要がある。ま
た、養育支援訪問事業の調査では、訪問者が利用者と一緒に家事をしながら話をするという「ながら支援」の有効性が仮説として
提案されている。そしてホームスタートの調査でも傾聴と利用者と一緒に家事・育児支援をすることの強みを掲げており、利用者の
生活に寄り添いながら支援することの有効性についても検討が求められる。今後は、これらの課題を妊娠期から乳幼児期にかけ
ての支援の流れの中でとらえていきたい。 
   
注 
（1） 「妊産婦の死因 自殺が最多」朝日新聞デジタル 2018 年9 月5 日 
https://www.asahi.com/articles/ASL9473MVL94ULBJ00Z.html (Retrieved 2018.11.3) 
(2) NDL-OPAC は国立国会図書館が所蔵する資料を検索するリサーチシステムであり、学術研究や一般の調査研究に資することを目的とし、雑
誌記事検索においては、（1）学術雑誌、(2)特定の分野・業界に関する情報・解説・評論などを掲載している専門誌、(1)、(2)に該当しない機関紙
（政党・労働組合・非営利団体・各種協会等の団体が、自らの政策や活動内容、意見及び関連事項を掲載しているもの (4)一般総合誌を採録
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誌としている。しかし、実際には採録基準に合致するにもかかわらず、採録対象から洩れている文献が存在する可能性を示唆している。 
(3) 後発妊産婦とは、妊娠終了後満42 日以降1 年未満における直接又は間接産科的原因による女性の死亡 「厚生労働省 人口動態調査 調査
の概要 ホームぺージ」より引用 https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/81/-1b.html (Retrieved 2018.11.8) 
(4) 「Home-Start Japan 家庭訪問型子育て支援ホームスタート」ホームページより引用 
http://www.homestartjapan.org/Qisssum/Qiss20171231_Web.htm (Retrieved２018.11.3) 
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